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■■■レアメタル＝上海、ＬＭＥ＝数値情報スタート！■■■

　取り引きが活発化しているレアメタルについて、時事通信社は時事速報を購読していただいている
読者のみなさまに、上海メタルとＬＭＥ（ロンドン）の最新数値情報をお伝えすることになりました。
　目次１ページ最下段に、両取引所の「銅」「アルミ」「亜鉛」の先物と現物について、上海は前営業
日終値（元／トン）、ＬＭＥは前営業日午前の値決め（米ドル／トン）を掲載します。
　ご活用をお願いいたします。
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中国トップニュース

中国の貿易黒字中国の貿易黒字、過去最大過去最大
６月、輸出好調で輸出好調で２６９２６９億ドル億ドル

　【北京１０日時事】中国税関総署は１０日、今年６月の貿易黒字が２６９億１０００万ドルになったと発表した。
輸出の好調が背景で、前年同月比では８５％の大幅増加。単月では昨年１０月（２３８億３０００万ドル）を上回り、
過去最大を記録した。
　黒字は１－６月の累計では１１２５億ドル。通年では昨年の１７７５億ドルを大きく上回る２０００億ドル超に
達する勢いで、米国からの人民元上昇圧力など摩擦が拡大しそうだ。
　中国は７月１日から２８００品目余りについて、輸出にかかる増値税（付加価値税）の還付撤廃もしくは還付
率引き下げを実施。６月はこれを前に駆け込み的な輸出が増加したとみられる。
　６月の輸出は前年同月比２７．１％増の１０３２億７０００万ドル、輸入は同１４．２％増の７６３億６０００万ド
ルだった。

自動車生産自動車生産・販売販売、年８５０８５０万台へ万台へ
　【北京１０日時事】１０日の新華社電によると、中国の自動車生産、販売が１－６月にいずれも２０％以上の
伸びを示し、４００万台を突破した。中国自動車協会の最新統計として報じた。新華社は「年間で生産、販売
とも８５０万台に上ると予測されている」と伝えた。
　１－６月の生産は前年同期比２２．３６％増の４４５万６７００台、販売は２３．３１％増の４３７万３８００台
だった。２００６年は生産７２８万台、販売７２２万台で、中国は日本を抜いて世界第２の自動車市場となった。

国際郵便の競争力強化で連携＝企業物流の協力検討も－日中郵政事業体が合意国際郵便の競争力強化で連携＝企業物流の協力検討も－日中郵政事業体が合意
　日本郵政公社の西川善文総裁は１０日、中国の国営郵政事業体である中国郵政集団公司の劉安東総経理（社
長）と北京市内で会談し、日中間の国際郵便の競争力強化や海外送金の迅速化などを柱とする包括的な協力
関係の締結で合意した。第一弾として、９月をめどに東京・大阪と北京間の国際スピード郵便（ＥＭＳ）で、差
し出し日翌日の配達（現在は翌々日配達）を双方向で実施するほか、国際企業物流分野の新たな提携に向け
た検討に着手する。
　１０月の郵政民営化で発足する「郵便事業会社」は中国・アジアを中心とした国際物流への進出を計画して
いる。郵政公社は中国郵政集団と協力態勢を組むことで、欧州のＤＨＬや米フェデラル・エクスプレスなど国際
物流の先行企業に対抗する枠組みを確保。民営化後の国際展開の布石としたい考えだ。具体的な提携策では、
中国郵政の物流子会社への出資や合弁会社設立を検討する。
　また民間企業への当面の対抗策として、中国から日本に送るＥＭＳの重量上限（現行３０キロ）を来年３月ま
でに５０キロまでの範囲で緩和。中国国内の企業・個人の利用を促す。
　このほか東京・大阪から上海へのＥＭＳについて現在は「差し出し日の翌日午後５時」としている最速の配
達保証を、９月をめどに「翌日午前中」に繰り上げ、民間他社並みのサービスを提供する。広州、深センなど他
地域への配達日数の短縮も検討する。
　郵便貯金と中国郵政との海外送金は来年初めにも電子化し、現在は送金から受け取りまで３～４日かかる
のを、送金の翌日に受け取れるよう迅速化する。
　郵政公社が中国の郵政当局と協力合意の覚書を結ぶのは２００４年８月に続き２度目。前回合意が昨年末
で失効し、中国の郵政改革で今年１月に中国郵政集団が発足したのを受け、郵政公社は新たな協力の枠組み
について同集団と協議していた。

前薬品監督局長の死刑執行＝異例対応前薬品監督局長の死刑執行＝異例対応、腐敗に厳罰腐敗に厳罰
　【北京１０日時事】新華社電によると、６４９万元（約１億円）のわいろを受領したほか、偽薬を承認したとし
て死刑判決を受けた中国の鄭篠萸・前国家食品薬品監督管理局長（６２）の刑が１０日午前、北京で執行された。
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　北京市高級人民法院（高裁）は６月２２日、鄭被告を死刑とした５月末の１審判決を支持し、同被告の控訴
を棄却していた。中国は２審制のため、最高人民法院（最高裁）の承認を得て、異例のスピード執行となった。
　中国高官の死刑判決が確定し、執行されたケースとしては、２００４年の王懐忠・元安徽省副省長の汚職
事件があり、中央指導者では２０００年に成克傑・元全国人民代表大会（全人代）常務副委員長の死刑が執
行されている。
　中国では幹部の汚職が深刻化しているが、中央指導部は鄭被告の死刑執行を通じ、腐敗に厳しい姿勢を示す
とともに、安全性に内外で不安の声が高まっている中国産の食品・医薬品への信頼を取り戻す狙いもありそうだ。
　検察当局の起訴状によれば、鄭被告は１９９７年６月から０６年１２月までの間、製薬会社など８社から２６
回にわたり計６４９万元のわいろを受領。このうち９割以上は妻子が受け取っており、高級車や別荘の提供攻
勢も受けていた。
　最高人民法院は「国家と民生（民衆生活）の大計にかかわる薬品監督権を利用し、わいろを受領し、民衆の生命・
健康を顧みなかった」と断罪した。鄭被告側は、同被告の７倍近いわいろを受領した高官が執行猶予付き死
刑判決を受けたことなど挙げ、減刑を求めていた。

北京の飲料水北京の飲料水、半分が偽物か＝大型ボトルに水道水－中国紙半分が偽物か＝大型ボトルに水道水－中国紙
　【北京１０日時事】中国紙・京華時報は１０日までに、北京市内に出回っている飲料水入りの大型ボトルのうち、
少なくとも半分は偽物だと業界内でみられていると報じた。
　中国では水道水が飲めないため、おけ型のボトルを購入して給水器に取り付け、家庭やオフィスで利用し
ている。同紙によれば、２００６年の統計で飲料水の大型ボトル販売量は約１億本。しかし、実際の流通量は
２億本を超えており、その半分は水道水を入れたり、有名銘柄を偽装したりした偽物とみられるという。
　北京では１９９７年ごろから飲料水ボトルが普及し始め、０２年に偽物が出現した。北京五輪を来年に控え、
偽飲料水の横行は中国の食品安全への疑念をますます強めることになりそうだ。
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上海・華東

北京、成都に店舗展開へ＝カレーの「壱番屋」北京、成都に店舗展開へ＝カレーの「壱番屋」
　カレー専門店チェーンの壱番屋（愛知県一宮市）は、中国の北京や成都に新たに出店し、中国での事業をさ
らに展開する。
　 同社は２００４年、ハウス食品と合弁で現地法人を設立、上海市長寧区に店舗を開設した。その後上海の
店舗は７つに増加。「中国にはカレーを食べる文化がなく、客単価も中国の物価水準からみて高めの設定」（同
社）だったものの、中流層以上に受け、前期で３割の売り上げ増を記録している。
　新規店舗は来年５月までの間に開設予定で、いずれもイトーヨーカドーのショッピングセンター内に出店する。

上海市当局上海市当局、小型車対象に省エネガイドライン＝義務化なら小型車対象に省エネガイドライン＝義務化なら６割淘汰割淘汰
　１０日付の上海紙・新聞晩報（Ａ１面）によると、上海市当局は近く、小型車を対象にした省エネ、環境保護
面での技術ガイドライン「節能環保型小排量汽車技術条件（地方標準）」を打ち出す見通しだ。上海市汽車行
業協会がこのほど明らかにした。具体的な内容は明らかになっていないが、地方当局が独自にこうした基準を
設けるのは、中国では初めてという。
　この「条件」に強制力はないが、公布から２カ月で導入される。義務化された場合には、現行車種の６割はこ
の基準を満たすことができないという。
　「条件」では、最高時速や加速性能などに制限を設けるほか、排ガスや燃費、騒音などについて、国よりも厳
しい基準を設定しているという。これらの基準を満たす小型車には、税制面などで優遇措置を適用する方針
だ。（時事）

未承認外国人医師の医療行為禁止＝上海市当局査察へ未承認外国人医師の医療行為禁止＝上海市当局査察へ
　１０日付の上海紙・新聞晩報（Ａ３面）によると、上海市衛生局は９日、同局が登録・承認していない外国人
医師は、海外の正式免許を持っていても、市内で医療活動を行うことはできないと改めて強調した。近く外国
人医師が働いたことがある医療機関９０カ所を対象に査察を行うという。
　同局によると、外国人医師が中国で医療行為を行う場合には「外国医師来華短期行医許可証」を取得する
必要がある。この許可証を申請中であっても、医療行為を行うことは違法だという。（時事）

上位上位４社が社が２０２０万台突破＝万台突破＝０７０７年上半期の乗用自動車販売年上半期の乗用自動車販売
　１０日付の上海紙・文匯報（１０面）によると、中国の自動車産業関連団体である全国乗用車市場信息聯席
会はこのほど、乗用自動車（非貨物車）の２００７年上半期の販売台数が２４０万４７００台となったとの推計を
明らかにした。前年同期比では約２０％の増加。メーカー別では、上海通用、上海大衆、一汽大衆、奇瑞の上位
４社が２０万台を超えたという。
　５位以下は順に、広州本田、東風日産、北京現代、一汽豊田、吉利、東風神竜となっている。
　なお、統計ベースの異なる中国汽車工業協会の統計では、乗用車の上半期の販売台数は同２５．９％増の
２２８万６９００台。（時事）

上海同済大上海同済大、地面効果翼船の開発成功＝最高時速地面効果翼船の開発成功＝最高時速３００３００キロキロ
　１０日付の上海紙・労働報（３面）によると、上海市にある同済大学の航空宇宙・力学学院はこのほど、水
面高度３－５メートルを時速３００キロメートルで運航可能な「地面効果翼船」の開発に成功したことを明らか
にした。関係者は水運分野での実用化に期待をかけているという。
　開発に成功したのは６人乗りの小型機で、現在は第２世代に当たる１２人乗りの「鯤鵬」の設計を進めている。
計画上では、燃料消費は同程度の大きさの航空機の３分１程度で済むという。
　中国では地面効果翼機の開発は、国防科学工業委員会の第１１次５カ年計画で汎用航空分野の重点プロジ
ェクトの１つとなっている。同済大では開発を継続し、２０１３年には５０席タイプの、１７年には２００席タイ
プの試作機を製作する計画。ただ、実用化スケジュールは現時点ではないという。（時事）
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第２９回第２９回　「労働合同法」第四次案のポイント「労働合同法」第四次案のポイント

　２００７年６月２９日に、「労働合同法」（以後「合同法」と呼ぶ）が全国人民代表大会・常務委員会第
２８回会議で可決され、０８年１月１日から施行される。今回から４回にわたり、主な内容および今後企
業が注意していくべきポイントについて述べていきたい。

◇「労働合同法」の注目すべきポイント
１．無期限労働契約について 第２９回（今回）
２．労働契約の解除と終止について 第３０回（７月２５日）３．服務期間と違約金について
４．試用期間について

第３１回（８月８日）５．人員削減について
６．労務派遣について 第３２回（８月２２日）７．組合の機能について

　１．無期限労働契約について
　労働者が同一雇用単位で連続勤務満１０年になった場合、または連続２回の固定期限労働契約
を締結して、再続行する場合、労働者が「無期限労働契約」締結の意思表示があるだけで、雇用
単位の意思と関係なく、「無期限労働契約」の締結が義務付けられる。
　現在、固定期限の労働契約で、「労働契約期限満了」になり、労働者の連続勤務年数が１０年
以上であっても、雇用単位は一方的に続行しない場合、契約関係を終了することができる。「合
同法」で「労働契約期間満了」は労働契約終止の条件であるが、労働者が連続勤務満１０年になっ
た場合、労働者の同意がなければ、契約関係が続かなければならない。雇用単位にとって、ある
意味では強制続行となる。
　企業の労働契約は年間単位で更新することが比較的に多いとみられる。今後、企業は連続勤務
年数の長い労働者と無期限労働契約を締結しない場合、特に契約関係を終了する予定である場合、
１０年になる前の労働契約について、年間単位以外の期間設定を工夫すべきだと思われる。

　（参考）「合同法」第１４条　無期限労働契約とは、雇用単位と労働者が終止時期を約定してい
ない労働契約を指す。
　雇用単位と労働者が協議により、合意に達した場合、無期限労働契約を締結することができる。
下記の状況のいずれかがあり、労働者が労働契約の更新、締結について提起または同意した場合、
労働者が固定期限の労働契約を締結する意志を示す場合を除き、無期限労働契約を締結しなけれ
ばならない。
　（１）労働者が同一雇用単位で連続勤務満１０年の場合
　（２）雇用単位が始めて労働契約制を実行する時、または国有企業が再編で改めて労働契約を
締結する時に、労働者が当該雇用単位で連続勤務満１０年または法定の定年退職年齢まで１０年
以内の場合
　（３）雇用単位は労働者と連続２回、固定期限の労働契約を締結した後、第３９条および第
４０条第１項、第２項に規定された状況がなく、労働契約を更新する場合、
　雇用単位が雇用を始めた日から１年以内に労働者と書面により労働契約を締結しない場合、雇
用単位と労働者は既に無期限労働契約を締結しているものと見なす。
　「合同法」第８２条　雇用単位は本法を違反して、労働者と「無期限労働契約」を締結しない場合、
「無期限労働契約」の労働期限開始日から労働者に毎月労働者の月給の２倍を支払わなければい
けない。                                                                                                                  （諮詢顧問　趙瑛）

　〔訂正とおわび〕
　６月２７日に掲載した「【人事・リスクマネジメント相談室】第２８回　労働合同法草案、可
決前の修正点」の記事の最後、著者名に誤りがありました。
　著者名の「主任諮詢顧問　繆申」を「諮詢顧問　趙瑛」に訂正します。関係者にご迷惑をお掛
けしたことを深くおわびするとともに、改めて最終ページに「第２８回　労働合同法草案、可決
前の修正点」を掲載いたします。
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上海大屯能源上海大屯能源、新疆で炭鉱開発＝推定埋蔵量新疆で炭鉱開発＝推定埋蔵量８．７８．７億トン億トン
　１０日付の中国紙・中国証券報（Ｃ１面）などによると、中国石炭大手の中煤能源集団の傘下で、上海証取
に上場する上海大屯能源股フェン有限公司は、新疆ウイグル自治区吉昌回族自治区呼図壁県で炭鉱を開発す
る。その「鉄列克井田」の推定石炭埋蔵量は８億７０００トン。１０日、公告で明らかにした。
　受け皿「新疆中煤賽徳能源有限公司（仮称）」の資本金は２億６０００万元。地元の新疆石河子経済技術開
発区経済建設発展総公司と折半出資で設立する。
　上海大屯能源はまた、江蘇省にある主力炭鉱「姚橋鉱」に年産３００万トン規模の選鉱場を設ける。投資額
は１億０５１９万元。（時事）

湖北双環科技が山西裕豊買収＝石炭確保狙い湖北双環科技が山西裕豊買収＝石炭確保狙い
　１０日付の中国紙・中国証券報（Ｂ２面、Ｃ１３面）によると、深セン証取に上場する基礎化学品メーカーの
湖北双環科技股フェン有限公司（本社湖北省応城市）は、民営石炭会社の山西裕豊沁裕煤業有限公司（本社
山西省晋城市）を買収する。石炭の確保が狙いで、このほど関係者と合意した。
　株式の５１％を取得する方針で、所要額は９０００万元と見込む。
　山西裕豊沁裕は沁水県に表地面積で約５平方キロメートルの炭鉱を保有し、推定埋蔵量は約２５００万ト
ン。現在は稼働していないが、年産規模は４０万－６０万トンと見込む。（時事）

仏プジョー中国合弁会社の上半期乗用車販売は仏プジョー中国合弁会社の上半期乗用車販売は２％増％増
　【上海９日ロイターＥＳ＝時事】フランスの自動車大手プジョー・シトロエン・グループ（ＰＳＡ）は９日、中国
の東風汽車と設立した合弁会社の今年上半期の乗用車販売台数は１０万３０００台と前年同期２％増加にと
どまったものの、なお黒字を維持したことを明らかにした。
　今年上半期の中国の乗用車市場全体の販売台数は２２．２６％増の３０８万台。トヨタ自動車は７７％増の
２１万２０００台、フォード・モーターは２５％増の９万３２０６台だった。

江蘇省・蘇州

江蘇省企業百強江蘇省企業百強、トップは省電力公司＝トップは省電力公司＝２位には家電量販の蘇寧電器位には家電量販の蘇寧電器
　中国のニュースサイト新華網が９日伝えたところによると、江蘇省経済貿易委員会や国家統計局江蘇調査
総隊などはこのほど、省内企業の「百強」を選定し、公表した。トップとなったのは省電力公司で、売上高は
１０７５億４０００万元。６年連続で１位の座を守っている。
　２位は家電量販大手の蘇寧電器（売上高６２８億４７００万元）で、３位は蘇州市の民営鉄鋼メーカーの沙
鋼集団（同５８９億０６００万元）。
　百強企業を所在地でみると、南京市が３３社と最も多い。蘇州市が２６社でこれに次ぎ、３番目の無錫市
は１７社となっている。ただ、これを民営企業百強でみると、蘇州が２５社、無錫が２４社、南通と常州がともに
１４社となり、長江下流域に集中していることが分かる。（時事）

蘇州の運河に大量の藍藻＝飲み水被害は未発生－江蘇省蘇州の運河に大量の藍藻＝飲み水被害は未発生－江蘇省
　１０日付の上海紙・東方早報（Ａ２４面）によると、江蘇省蘇州市の運河でこのほど、大量の藍藻が発生した。
水面が緑色になり、異臭を発するなど、市民生活に影響は出ているが、無錫市のように、上水道が臭くて飲め
なくなるような被害は起きていない。市当局では、運河の水の流れを速くするとともに、藍藻のくみ取りなどを
計画しており、水質改善に力を入れるという。
　市の河道管理処によると、大量の藍藻は無錫や常州などの上流域から流れてきた可能性が大きい。蘇州市
当局は、太湖にある上水道取水口の環境は確保しており、現時点で市民生活に深刻な影響が出ることは考え
られないという。（時事）



11 July 2007

8S H A N G H A I
JIJI News Bulletin

時事速報S H A N G H A I JIJI News Bulletin

Copyright© JIJI PRESS  All Rights Reserved.

http://jijiweb.jiji.com/shanghai.html時事通信社

蘇州市当局蘇州市当局、失業保険最低額を失業保険最低額を４００４００元に＝元に＝２５００２５００人に恩恵－江蘇省人に恩恵－江蘇省
　江蘇省蘇州市当局のウェブサイト・中国蘇州が９日伝えたところによると、同市労働社会保障局は８日、「失
業保険最低基準の再引き上げ通知」を出し、２００７年７月１日付で失業保険の最低支給額を月額４００元（従
来３２０元）に引き上げたと発表した。１月に続く今年２度目の改定で、合わせて１００元上がった。
　今回の引き上げの恩恵を受けるのは２５００人余り。増額は平均で３８元程度になる。月額４００元は、江蘇
省の中では最も高いという。（時事）

　謝蘇配（Ｘｉｅ－Ｓｕ　ｐｅｉ）　謝蘇配（Ｘｉｅ－Ｓｕ　ｐｅｉ）
　謝葉配（Ｘｉｅ－Ｙｅ　ｐｅｉ）　謝葉配（Ｘｉｅ－Ｙｅ　ｐｅｉ）

　来年３月投票の台湾総統選挙を戦う与党・民主進歩党（民進党）陣営で、元行政院長（首相に相当）
の謝長廷（Ｘｉｅ　Ｃｈａｎｇｔｉｎｇ）氏を総統候補、前行政院長の蘇貞昌（Ｓｕ　Ｚｈｅｎｃｈａｎｇ）
氏を副総統候補とする組み合わせが「謝蘇配」。謝氏が総統候補、元行政院副院長（副首相）の葉菊蘭（Ｙ
ｅ　Ｊｕｌａｎ）氏（女性）が副総統候補になるのが「謝葉配」。副総統候補の人選は、既に総統候
補に確定している謝氏が決める。

　◇蘇氏は「ポスト求めず」
　最大野党の国民党は６月２４日の党大会で、前党主席の馬英九氏を総統候補、元行政院長の蕭万長
氏を副総統候補とすることを正式に決定した。民進党の副総統候補は蘇、葉の両氏を軸に調整が続い
ている。
　総統候補選で謝氏に敗れた蘇氏は、謝氏の選挙運動を全力で支えるとしながらも、「ポストは求めな
い」と言明した。しかし、陳水扁総統は、自分に近い蘇氏が副総統候補に選ばれることを望んでいると
の見方が多い。

　◇世論調査を参考に決定へ
　一方、葉氏は７月８日、東京で講演した際、世論調査結果を参考にして副総統候補を決めるよう自分
が謝氏に進言して同意を得たことを明らかにした上で、「進むも退くも、無私の気持ちならば、いずれも
台湾のため」と述べた。
　一部の台湾紙が「謝葉配、既に内定」と報じたことについては「謝氏の決定を尊重する」と述べただ
けだったが、講演では、「台湾維新」など謝氏のスローガンに対する支持を盛んに強調しており、副総統
候補の座への意欲は十分あるようだ。
　葉氏は、漢族だが独特の言語や習慣を保持している客家の出身で、支持派は「葉氏を副総統候補に
すれば、女性票と客家票の獲得に有利」と主張している。葉氏の夫は、民主化初期の１９８９年、当時の
国民党政権の言論弾圧に抗議して焼身自殺した独立運動活動家の鄭南榕氏。葉氏自身も独立派のカ
ラーが濃い。（編集委員・西村哲也）
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韓国の現代集団韓国の現代集団、常州で油圧機器生産＝年常州で油圧機器生産＝年１．５１．５万台－江蘇省万台－江蘇省
　中国のニュースサイト・新華網が９日伝えたところによると、韓国の現代集団は江蘇省常州市で油圧機器を
生産する方針だ。製品は、同地にある現代集団傘下の工作機械メーカー２社に供給するとともに、一部は輸出
する。受け皿は「常州現代液圧机器有限公司」で、投資は４０００万米ドル規模という。
　生産規模は、初年度が１万５０００台、売上高は１３１２万ドルと見込む。３年後には年産４万５０００台、売
上高３９３７万ドルに膨らむという。
　現代集団は常州の国家高新区に、１９９５年に常州現代工程機械有限公司を、２００３年に現代江蘇工程
機械有限公司を合弁で設立した。パートナーはともに常林股フェン有限公司。（時事）

中海油中海油、泰州でアスファルト泰州でアスファルト・潤滑油生産＝潤滑油生産＝５０５０億元を投じ－江蘇省億元を投じ－江蘇省
　中国のニュースサイト・新華網が９日伝えたところによると、中国の石油大手、中国海洋石油（中海油、ＣＮ
ＯＯＣ）傘下の中海油気開発利用公司は６日、江蘇省泰州市当局と、同地でアスファルトと潤滑油を生産する
ことで合意した。総投資額は５０億元。工場は２００７年中に着工し、第１期は２年程度で完成させる計画。本
格生産後の売上高は１５０億元と見込んでいる。
　中海油気開発利用公司の総資産は６４億４０００万元。山東省濱州市や浙江省寧波市、広東省湛江市、四
川省濾州市で、有力商品の「中海３６－１重交道路瀝青」を生産している。（時事）

蘇州工業団地蘇州工業団地、新目標設定＝業務外部委託ハブ目指す－中シンガポール新目標設定＝業務外部委託ハブ目指す－中シンガポール
　【シンガポール１０日時事】シンガポールと中国は１０日シンガポールで、両国で開発した中国・蘇州工業団地（Ｓ
ＩＰ）に関する第９回合同運営委員会を開き、２０１４年までの新たな達成目標を設定するとともに、ＳＩＰが
中国でのビジネス・プロセス・アウトソーシング（業務の外部委託＝ＢＰＯ）のハブ（中枢）を目指すことで合意した。
　新目標に関しては、０４年の第７回合同運営委で設定した１０年目標を既に突破したとして、新たに (1)蘇
州の地元経済に対するサービス部門の付加価値４０％ (2)調査・研究（Ｒ＆Ｄ）支出が地元経済の国内総生産
（ＧＤＰ）に占める割合５％ (3)ハイテク産業が生産額全体の７５％を占める－の目標を設定した。
　また、新たにＢＰＯや物流部門で協力することとし、ＢＰＯでは中国での主導的地位の確保を目指すことを
確認した。
　今回の合同運営委には中国側から呉儀副首相、シンガポール側からウォン・カンセン副首相らが出席した。

瑞軒科技瑞軒科技、上半期の薄型上半期の薄型ＴＶＴＶ出荷台数は出荷台数は９９９９万台＝台湾万台＝台湾
　１０日付の台湾経済紙・工商時報（Ａ１３面）によると、モニターメーカー、瑞軒科技の２００７年上半期の薄
型テレビ出荷台数が９９万台に達した。半期としては過去最高で、前年の年間総出荷台数を超える水準となっ
た。
　薄型テレビの自社ブランド「Ｖｉｚｉｏ」が、北米で好調な売れ行きを示していることが主な理由。同社は、新
しい販売ルート開拓やブランドの知名度向上などが出荷増につながっていると分析している。
　下半期については、季節的な需要増に伴い、出荷台数は四半期ごとに増大する見通し。今年は、年間の出荷
台数と売上高がそれぞれ２６０万台、５００億台湾ドルに達すると予測されている。同社は、増加する出荷を
受けて、中国・蘇州工場の生産能力を拡充する計画だ。（時事）

中国・経済

エアバスエアバス「Ａ３２０」２３「Ａ３２０」２３機購入へ＝中国国際航空機購入へ＝中国国際航空
　【トロント１０日ロイターＥＳ＝時事】中国国際航空（エアチャイナ）は１０日、上海証券取引所に提出した資
料の中で、欧州の航空機メーカー、エアバスの「Ａ３２０」型機を２３機購入することを明らかにした。カタログ
価格は総額１４億ドル。
　資料によれば、引き渡し期日は２００９年１月から１２年１２月。内部留保と銀行融資を活用し、現金で支払
うという。
　エアチャイナは、実際の支払価格がカタログ価格を下回るとしているが、詳細は明らかにしていない。
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非鉄商社アルコニックス非鉄商社アルコニックス、天津で廃車リサイクル事業天津で廃車リサイクル事業
　【北京１０日時事】非鉄金属商社のアルコニックスは１０日までに、中国の天津市で自動車の廃車リサイクル
事業に乗り出すと発表した。現地に合弁会社を設立し、年間１万台前後の処理を目指す。
　中国は「節約型社会」の実現に向け、資源の再利用を進めている。しかし、急増する自動車については、再
利用はこれからの課題。アルコニックスは、「日本独自のノウハウを組み込んで、環境保護にも貢献したい」とし
ている。
　合弁会社は今年８月にも設立し、同１１月をめどに事業を開始する。当初は小規模なモデル工場を立ち上げ、
廃車の解体、各種スクラップのリサイクル、資源の総合利用を図る。
　合弁会社の資本金は２００万元（約３２００万円）で、アルコニックスが４０％を出資する。

１－５月の月のＬＣＤＬＣＤ輸出額輸出額、前年同期比前年同期比５１５１％増＝広東省％増＝広東省
　中国ニュースサイト・新華網が８日報じたところによると、今年１－５月の広東省からの液晶ディスプレー（Ｌ
ＣＤ）輸出額は１６億２０００万米ドルと、前年同期比５１．５％増加した。ＬＣＤの輸出税還付率が１３％から
１７％に引き上げられたことが、輸出大幅増につながったという。広東省のＬＣＤ輸出額は江蘇省に次いで、中
国で第２位となっている。（時事）

 
植民地時代の切手植民地時代の切手、なぜ使えない？なぜ使えない？
　「　「何をいまさら何をいまさら」と裁判所棄却－香港と裁判所棄却－香港

　香港にしばらく滞在すれば、英エリザベス２世女王の肖像入りの硬貨を目にすることはまだ珍しくな
いだろう。中国への復帰から１０年経った今でも、植民地時代の硬貨は流通可能だからだ。一方、植民
地時代の香港切手は、復帰と同時にすべて無効になった。そのことを今年５月になってようやく知った
ある市民がこのほど、裁判所に植民地時代の切手の使用停止の違法性を確認する訴訟を起こした。
　香港紙・明報（電子版）が５日報じたところによると、原告の女性は５月に手紙を出そうと郵便局に
行ったところ、封筒に張られたエリザベス女王の肖像入りの切手は無効だと指摘された。彼女はお金を
出して買った切手が無効になったのに、香港政府・郵政署が賠償金も出さなかったことに腹を立て、植
民地時代の切手の使用停止が、香港基本法が保障する私有財産権の侵害に当たるとして６月、裁判所
に「切手無効」の決定の無効を申し立てた。
　香港高等裁判所は、郵政署は復帰の１年以上前の１９９６年には、植民地時代の切手が復帰後無効
になると、記者会見まで開いて発表していると指摘。「何をいまさら」とこの訴えを却下。裁判官は、植
民地時代の切手無効は基本法には違反しないとも付け加えた。
　復帰直前の香港市民の間では、植民地時代の切手が今後、価値が上がるだろうとの期待から投機
熱が高まった。ただ、香港の収集家によると、返還前の切手には価値が額面を下回っているものもあ
るという。そのため、この訴訟の背後には、再び植民地時代の切手にスポットライトが当たって値上が
りするのを望む収集家がいたのでは、との憶測も聞かれる。
　ちなみに、マカオでも１９９９年１２月２０日の中国復帰と同時に、ポルトガル植民地時代の切手は無
効となっている。（香港時事）
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中国に年間中国に年間１５００１５００万トン供給可能＝太平洋送油管の支線建設で－ロシア万トン供給可能＝太平洋送油管の支線建設で－ロシア
　【北京１０日時事】ロシアのフリステンコ産業エネルギー相は１０日、北京で記者会見し、東シベリアと太平
洋沿岸を結ぶ石油パイプライン計画について、中国向け支線が建設されれば年間１５００万トンを供給できる
と語った。供給量は最終的に３０００万トンに増やすことができるという。
　同相はパイプライン中間地点のスコボロディノまでの第１段階が「２００８年末までに完成する」と指摘。ス
コボロディノから中国国境への支線建設についても、中ロの石油企業間で協議が進められているとし、同年に
も建設が始まるとの見通しを示した。
　フリステンコ氏は９、１０の両日、北京でエネルギー協力に関する中ロ政府間の小委員会に出席した。

上半期の鋼材輸出が倍増上半期の鋼材輸出が倍増
　【北京１０日時事】中国税関総署が１０日発表した貿易統計によると、今年１－６月の中国の鋼材輸出が
３３７９万トンとなり、前年同期比９７．７％の大幅増加となった。
　中国の急激な鋼材輸出拡大については、欧州連合（ＥＵ）の業界がダンピング（不当廉売）提訴の構えを見
せるなど貿易摩擦に発展する兆しもある。
　中国は一部鋼材への輸出税の還付撤廃、新たな輸出課税などを実施して抑制に乗り出しているが、まだ大
きな効果は出ていない。
　ただ、単月で見ると、鋼材輸出は４月が７１６万トン、５月６１７万トン、６月は６３６万トンと頭打ち傾向にあり、
「下半期は輸出の勢いは鈍化する」（鉄鋼関係者）との見方もある。

中国中国、外国企業の原油輸出を免税外国企業の原油輸出を免税
　【北京１０日ロイターＥＳ＝時事】中国政府は１０日、同国の沖合で操業している外国石油会社が輸出する原
油を対象に、２０１２年８月まで５年間、免税すると発表した。
　中国は石油不足に対応するため、昨年後半から原油の輸出に対して５％を課税。今回の措置によりこの課
税が免除されるという。

６月の中国原油輸入月の中国原油輸入、前年比前年比２０２０％増％増
　【北京１０日ロイターＥＳ＝時事】中国税関総署が１０日発表した６月の同国原油輸入は暫定で１４１２万トン
と、前年同月比２０％増加した。
　これにより、今年上半期（１－６月）の同国原油輸入は計８１５４万トンとなり、前年同期比１１．２％増加した。
　一方、６月の石油製品輸入は３２６万トン。上半期の石油製品輸入は前年同期比１．０％減の計１８０５万ト
ンだった。

輸出奨励策の一部廃止＝貿易黒字増加を抑制輸出奨励策の一部廃止＝貿易黒字増加を抑制
　【北京１０日時事】中国国家外貨管理局と商務省は１０日までに、輸出の際に低利融資などで優良企業を優
遇する制度を今月１日付で廃止したと発表した。貿易黒字、外貨準備の急増を抑制する対策の一環。
　この制度は外貨が不足し、輸出振興が急務だった１９９９年から実施。輸出規模など一定の条件を満たした
企業を「栄誉企業」に指定し、低利融資、輸出税の還付率引き上げなどの優遇措置を講じてきた。
　ただ、その後の貿易の急速な拡大を背景に、外貨準備は今年３月末現在で世界最大の１兆２０２０億ドルに
達した。また、こうした奨励策について米国は「輸出補助金」に当たるとして世界貿易機関（ＷＴＯ）に提訴し、
廃止を要求していた。

鉄嶺で使用済み電池のリサイクル事業＝年鉄嶺で使用済み電池のリサイクル事業＝年２．２２．２万トン処理－遼寧省万トン処理－遼寧省
　６日付の中国業界専門紙・中国有色金属報（電子版）によると、遼寧省鉄嶺市でこのほど、使用済み電池の
リサイクル施設が稼働した。電池を溶融炉で溶かし、銅や亜鉛、マンガンといった有用な金属を回収する。年
間処理能力は２万２０００トン。そのまま埋め立てる廃棄電池を減らし、土壌・地下水などの汚染を低減するの
も新施設の狙い。
　省当局によると、同省では年間３万トン余りの使用済み電池が廃棄される。うち、適正に処分されているの
は数千トンにとどまるという。（時事）
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大連商品交易所大連商品交易所、プラスチック先物の取引規則公表＝遼寧省プラスチック先物の取引規則公表＝遼寧省
　１０日付の中国紙・国際金融報（６面）によると、遼寧省大連市の大連商品取引所は９日、上場を計画する「プ
ラスチック先物」の取引規則案の概容を明らかにした。対象商品は「ＬＬＤＰＥ（リニアローデンシティポリエ
チレン）」で、取引単位は１件当たり５トンとなっている。最低取引保証金は契約価値の５％で、値幅制限は前日
の上下４％という。同取引所ではこの規則案を基に意見を広く求める。
　このほかの規則は、（１）最少変動単位は５元（２）取引手続費は１件当たり８元を超えない（３）引き渡し
は取引の２日後－などとなっている。
　また、受け渡しは上海と寧波（浙江省）を標準とする方針。このほかにも、華北地区では天津、◆（サンズイに維）
坊（山東省）に、華南地区では広州、深セン（ともに広東省）にそれぞれ設けるという。（時事）

宝麗華新能源宝麗華新能源、「、「甲湖風電場甲湖風電場」で第で第２期＝出力期＝出力４．９５４．９５万ｋＷｋＷ規模－広東省規模－広東省
　１０日付の中国紙・中国証券報（Ｃ９面）によると、深セン証取に上場する広東宝麗華新能源股フェン有限
公司（本社広東省梅州市）はこのほど、同省陸豊市に設ける風力発電施設「甲湖風電場」について、省当局か
ら出力４万９５００キロワット規模の第２期を認可された。投資額は４億１５４８万元。１０日、公告で明らかに
した。
　甲湖風電場では第１期（出力４万９５００キロワット規模）が着工準備段階。受け皿の「陸豊宝麗華風力発
電有限公司」は先ごろ設立された。（時事）

重慶のバイク大手が国内販売強化＝増値税輸出還付率引き下げで重慶のバイク大手が国内販売強化＝増値税輸出還付率引き下げで
　９日付の中国紙・重慶晩報（電子版）によると、重慶市のオートバイ大手メーカーは、２００７年７月１日か
ら増値税の輸出還付率が引き下げられたのに対応し、それぞれが国内市場での販売に力を入れ始めた。隆◆（森
のかたちに金３つ）や宗申、建設、恒勝は最近、抽選で「香港豪華ツアー」などが当たるキャンペーンを相次い
で実施し、事業基盤の強化を図っているという。
　重慶からは０６年、１０億５０００万米ドルのバイクが輸出された。その量は中国全体の３分の１強を占める。
一方、還付率が９％（従来１３％）に引き下げられ、重慶のメーカーの利益はそれだけで計１億６０００万元減
少するという。（時事）

海爾集団海爾集団、電子レンジから撤退＝採算望めず－山東省電子レンジから撤退＝採算望めず－山東省
　９日付の中国紙・経済観察報（３７面）などによると、中国家電大手の海爾集団（ハイアール、本社山東省）
はこのほど、電子レンジの生産を停止する方針を明らかにした。業績好転が困難と判断したという。
　中国の電子レンジ分野では、競争激化を背景に、外資系を含む複数のメーカーが撤退する一方、格蘭仕と
美的が新製品を投入するなど、シェアを拡大している。市場調査会社、北京中怡康時代市場研究有限公司に
よると、両社は中国の電子レンジ市場で８割強のシェアを既に押さえたという。（時事）

韓国のサムスン電子韓国のサムスン電子、湘潭で光学部品生産＝年商湘潭で光学部品生産＝年商１億元－湖南省億元－湖南省
　９日付の湖南省紙・長沙晩報（電子版）によると、韓国の電子機器大手のサムスン電子は湖南省湘潭市で、
ＣＤ・ＤＶＤ機器の読み取り・書き込み部で使う光ピックアップレンズや、デジタルカメラ用のレンズモジュー
ルを生産する。韓国の電子部品メーカーのアイ・エム・エレクトロニクスとの共同事業。総投資額は８０００万
米ドルという。
　工場は湘潭九華経済パークに置く。第１期は２０００万ドルを投じ、２００８年１月の操業開始を目指す。年
商は１億元と見込む。（時事）

方大炭素新材料が高炉用炭素レンガ生産＝約方大炭素新材料が高炉用炭素レンガ生産＝約３．５７３．５７億元投じ－甘粛省億元投じ－甘粛省
　１０日付の中国紙・中国証券報（Ｃ１６面）によると、上海証取に上場する方大炭素新材料科技股フェン有
限公司（本社甘粛省蘭州市）は国内での需要増に対応し、地元で高炉用炭素レンガを量産する方針だ。生産
規模は明らかにしていないが、輸入代替として期待されている。
　同公司はこれまでに数種類の炭素レンガを開発したが、いずれも小規模な生産にとどまっている。今回は
３億５７００万元を投じ、設備を増強する。（時事）
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欧米企業動静

独ＢＭＷ、ＢＭＷ、上半期の中国乗用車販売は上半期の中国乗用車販売は３８３８％増の％増の２万３６６７３６６７台
　【上海１０日ロイターＥＳ＝時事】ドイツ自動車大手ＢＭＷは１０日、２００７年上半期の中国本土の乗用車
販売台数が前年同期比３８％増の２万３６６７台だったと発表した。
　ＢＭＷブランドが同３６％増の２万２８９１台、小型車のミニが同約２．３倍の７７６台だった。
　マカオ、台湾、香港を含めた販売台数は同３１％増の２万８３２７台。

米カーライル米カーライル、ホテル運営の開元酒店への出資模索＝浙江省ホテル運営の開元酒店への出資模索＝浙江省
　１０日付の中国紙・第一財経日報（Ｃ１面）によると、米投資ファンドのカーライル・グループが、中国ホテル
運営大手の開元酒店管理集団（本社浙江省杭州市）への資本参加に意欲をみせている。投資額は１億米ドル
ともいわれる。
　この観測について、開元酒店はこのほど、カーライルを含む複数の投資家と出資協議を進めていることを認
めた。開元酒店は経営権は保持するという。
　開元酒店は現在、中国で高級ホテルを中心に１４軒を運営している。また、今後は毎年５、６軒のペースで
ホテルを開設する方針。さらには、０８年か０９年に株式市場に上場し、１０億元規模の資金を調達する方針
だ。（時事）

ネスレネスレ、額爾古納でミルク生産＝日産額爾古納でミルク生産＝日産６００６００トン規模－内モンゴルトン規模－内モンゴル
　９日付の中国紙・経済観察報（２９面）によると、スイスの食品大手ネスレは内モンゴル自治区額爾古納市
で幼児向けの粉ミルクを生産する。主に国内市場向けで、日産６００トン規模の工場がこのほど完成した。投
資額は１億３０００万元。日産規模は２０１０年までに１５００トンに拡大するという。
　ネスレは山東省青島市や黒竜江省双城市でもミルクを生産している。（時事）

米ＧＬＧ、ＧＬＧ、明光でステビア甘味料生産＝年明光でステビア甘味料生産＝年１０００１０００トン－安徽省トン－安徽省
　安徽省◆（サンズイに除）州市当局のオフィシャルサイトが９日伝えたところによると、農業バイオテクノロ
ジー分野で事業展開する米国ＧＬＧグループは、同省明光市でステビア甘味料を生産する方針だ。まずは年
産１０００トンの設備を設ける。売り上げは年間２５００万米ドルと見込む。
　工場は明光工業園に置き、２期に分けて建設する計画。総投資額は３０００万ドルという。
　ステビア甘味料は南米パラグアイ原産のステビア植物からエキスを抽出・精製する。砂糖の２００倍の甘み
がある一方、低カロリーなのが特徴。
　明光市当局はステビア植物の栽培や加工を農業の新たな柱と位置付けている。ＧＬＧの進出をてこに、５
年以内にステビア植物の栽培面積を１万３３００ヘクタールに拡大するという。（時事）

中国・一般

食品の安全監督をアピール＝政府食品の安全監督をアピール＝政府５部門が異例の共同会見部門が異例の共同会見
　【北京１０日時事】中国政府５部門の食品安全担当者が１０日、北京で共同会見した。各部門がそろった会
見は異例で、中国製食品・製品の安全性に対する国際的な懸念が高まる中、政府を挙げて対応する姿勢を強
くアピールした。
　会見したのは衛生省、国家工商行政管理総局、国家品質監督検査検疫総局などの担当者。生産、加工、流
通から輸出まで、各段階で安全管理と検査を強化するほか、企業の参入規制、食品基準を厳格化し、安全に
関する事故を大幅に減少させると強調した。
　国家食品薬品監督管理局の当局者は「中国の安全監督業務は開始時期が遅く、食品・薬品の安全問題は
楽観できない」と率直に発言。ただ、「野菜の残留農薬の合格率は９４．３％」（農業省）、「今年上半期で偽物
や粗悪な食品の生産拠点３１９１カ所を摘発」（工商行政管理総局）など、取り組み強化も訴えた。
　中国政府は６月、食品・薬品の包括的な安全対策を盛り込んだ２０１０年までの中期計画を公布。(1)農産
物の安全検査合格率の９５％への引き上げ (2)食品のリコール（回収）制度導入－などを規定した。
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輸出食品の輸出食品の「９９「９９％以上％以上」は安全は安全
　【北京１０日時事】中国国家品質監督検査検疫総局の林偉輸出入食品安全局副局長は１０日の共同会見で、
国内で生産段階から管理を強化している点を強調した上で、「中国の輸出食品の９９％以上は安全」と述べた。
　米国で発生した中国産原料を使ったペットフード汚染などについては「個別企業による不法行為の問題」と
指摘し、こうした企業には厳重な措置を講じていると述べた。
　また、違反企業の名前を同総局のホームページで公表し、この「ブラックリスト」に掲載された企業は輸出
を禁じられるなど、透明性の拡大に努めていることを強調した。

移住村民移住村民１０００１０００人、警官隊と衝突＝劣悪な教育環境に抗議警官隊と衝突＝劣悪な教育環境に抗議
　【北京１０日時事】中国の広西チワン族自治区大化県で７月初め、ダム建設のため移住させられた村民約
１０００人が、危険な校舎や教員不足など教育環境の劣悪さに抗議し、警官隊と衝突する事件があった。香港
の人権団体・中国人権民主化運動情報センターが１０日明らかにした。
　同県では村民３万人が１９９２年完成のダム建設で土地を失い、山腹に移住。政府の補償が少ないため、
４０００人が通う小学校は地盤の緩い斜面に建てられ、どの教室も危険な状態という。
　教員十数人が一斉に辞めたことが引き金となり、１０００人に上る村民が１日から５日まで、地元政府など
に押し掛けて抗議。警官隊との衝突で村民５人が負傷した。

党員党員７２３９７２３９万人に＝中国共産党万人に＝中国共産党
　【北京１０日時事】１０日付の中国共産党機関紙・人民日報は党中央組織部の統計として、２００６年末時
点の全国党員数は７２３９万１０００人に達したと報じた。前年比１５８万１０００人の増加。
　党員総数のうち、３５歳以下は１６９１万人、女性は１４２９万人、大卒以上は２２１９万人で、それぞれ増加
傾向にある。

Ｊａｐａｎ／Ｗｏｒｌｄ Ｔｏｄａｙ

残留基準を誤認残留基準を誤認、輸入許可＝中国産しょうが－一部流通輸入許可＝中国産しょうが－一部流通、消費された可能性消費された可能性・愛知愛知
　厚生労働省名古屋検疫所（名古屋市港区）は１０日、食品衛生法で定められている残留基準を超える殺虫
剤が検出された中国産しょうが約２万４６４０キロの検査結果を誤認し、輸入を認める通知をしたと発表した。
約１万９６００キロは倉庫に保管されていたが、残る約５０４０キロは愛知県内に流通したという。
　同検疫所は「継続的に摂取しなければ健康被害はない」としている。厚労省によると、残留基準の検査を
誤認し流通させたのは全国で初めて。
　同検疫所によると、中国産しょうがは大阪市の輸入業者が輸入したもので、先月７日に同検疫所が殺虫剤Ｂ
ＨＣの検査を命令。民間の検査機関で残留基準（０．０１ｐｐｍ）を超える０．０４ｐｐｍが検出された。
　ところが、検査結果を受けた同検疫所の担当者２人のうち、１人は基準値を０．１ｐｐｍと記憶違いし、もう
１人は検査結果を０．００４ｐｐｍと誤認。輸入を認める通知を出した。
　今月９日になって、輸入業者が違反に気付き、同検疫所に通報。流通したしょうがはすでに消費された可能
性が高いという。
　橋本迪子名古屋検疫所所長の話　多大なご迷惑をお掛けして申し訳ない。信頼回復に努めたい。

国際物流国際物流、日中協力で活路＝欧米大手日中協力で活路＝欧米大手３社に対抗へ－民営郵政社に対抗へ－民営郵政
　日本郵政公社が中国郵政集団公司との協力関係強化を決めたのは、１０月の民営・分社化で発足する「郵
便事業会社」の国際物流進出に向けた当面の基盤整備を図るのが狙いだ。同公司は「欧米の総合物流大手
３社に対抗できる最有力候補」（国土交通省関係者）と目されており、郵政公社は今回の合意でアジア・中国
市場参入の活路を見いだしたい考えだ。
　郵政公社は当初、民営化後の国際物流進出を目指して業界４位のオランダのＴＮＴとの提携を試みた。だが、
昨年６月に破談となったため、新たな提携先を模索。欧州のＤＨＬ、米国のフェデラル・エクスプレス、ＵＰＳ
の国際物流上位３社との提携は「主導権を握れない」として選択肢から外し、アジア・中国進出に適した地域
の有力パートナーを探してきた。
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　その結果、同公司が、自社所有の貨物機１２機で中国国内約２００都市を結ぶ航空郵送ネットワークを持つ
実力などから最有力提携先として浮上。前身の中国国家郵政局時代から日中間の国際スピード郵便（ＥＭＳ）
のサービス改善で協力を続けてきた実績もあるため、郵政公社は「互いに信頼できる相手」として協力強化を
働き掛けてきた。

５月の半導体装置世界販売月の半導体装置世界販売、前年比前年比２３２３％増＝台湾％増＝台湾、中国がけん引中国がけん引
　日本半導体製造装置協会（ＳＥＡＪ）などが１０日発表した５月の世界の半導体製造装置販売額（暫定値）は、
前年同月比２３．７％増の２９億９２８８万ドル（約３６４０億円）となり、１５カ月連続で前年実績を上回った。
一部企業の積極投資が目立つ台湾で９割強増えたほか、中国でも４倍弱となるなど、引き続きアジアでの需
要が堅調だった。
　地域別販売額をみると、台湾が９０．１％増の８億３６７１万ドルと好調。また、中国が３．９倍の４億１６５９万
ドルと急増、０．３％減の４億１１３９万ドルにとどまった韓国を上回った。日本は０．６％増の５億５４００万ド
ルだった。一方、欧米勢は、北米が１６．０％減の３億８７４９万ドル、欧州が８．０％減の２億０３９５万ドルとと
もに前年割れした。

人事・訃報

在職在職３年、初の為替介入ゼロ＝渡辺財務官が退任－財務省初の為替介入ゼロ＝渡辺財務官が退任－財務省
　財務省の渡辺博史財務官（５８）が１０日、退任した。財務官は国際問題担当の財務官僚トップで、政府・日
銀が実施する為替市場介入の指揮権を持つ。しかし、渡辺財務官は３年間の在職中、急速な為替変動がなか
ったこともあり、「為替相場は市場が決めるもの」との基本原則を貫くことができ、歴代財務官で初めて、一度
も介入に踏み切らなかった。
　渡辺氏は２００４年７月、財務省国際局長から財務官に昇格。在任中、円ドル相場は０５年１月に一時１ドル
＝１０１円台を付けた後、緩やかに円安が進行した。介入ゼロでの退任は、景気の足を引っ張る要因として政
府が警戒する円高の進行が限定的だったことが主な理由だが、前任の溝口善兵衛氏（６１）＝現島根県知事
＝が円高に対応するため、在職約１年半で総額約３５兆円に上る円売り介入を実施したのとは対照的となっ
た。

松井伝氏死去松井伝氏死去（元日本冶金工業取締役元日本冶金工業取締役）
　松井　伝氏（まつい・つたう＝元日本冶金工業取締役）９日午後７時５２分、大腸がんのため千葉県佐倉
市の自宅で死去、７２歳。京都府亀岡市出身。葬儀・告別式は１３日午前９時３０分から千葉県八千代市村上
４５０３の１４のセレモ勝田台駅ホールで。喪主は妻瑠美子（るみこ）さん。
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JPY USD EUR SGD MYR THB PHP IDR VND INR KRW HKD TWD CNY
日本円 1JPY= - 0.00811 0.00595 0.01231 0.02790 0.27175 0.37264 72.9706 130.768 0.32771 7.46979 0.06338 0.26579 0.06151

米ドル 1USD= 123.310 - 0.73378 1.51740 3.44000 33.5100 45.9500 8998.00 16125.0 40.4100 921.100 7.81570 32.7750 7.58500

ユーロ 1EUR= 168.047 1.36280 - 2.06791 4.68803 45.6674 62.6207 12262.5 21975.2 55.0707 1255.28 10.6512 44.6658 10.3368

Sドル 1SGD= 81.2640 0.65902 0.48358 - 2.26704 22.0838 30.2821 5929.88 10626.7 26.6311 607.025 5.15072 21.5994 4.99868

リンギ 1MYR= 35.8459 0.29070 0.21331 0.44110 - 9.74128 13.3576 2615.70 4687.50 11.7471 267.762 2.27201 9.52762 2.20494

バーツ 1THB= 3.67980 0.02984 0.02190 0.04528 0.10266 - 1.37123 268.517 481.200 1.20591 27.4873 0.23323 0.97807 0.22635

ペソ 1PHP= 2.68357 0.02176 0.01597 0.03302 0.07486 0.72927 - 195.822 350.925 0.87943 20.0457 0.17009 0.71328 0.16507

ルピア 1IDR= 0.01370 0.00011 0.00008 0.00017 0.00038 0.00372 0.00511 - 1.79206 0.00449 0.10237 0.00087 0.00364 0.00084

ドン 1VND= 0.00765 0.00006 0.00005 0.00009 0.00021 0.00208 0.00285 0.55802 - 0.00251 0.05712 0.00048 0.00203 0.00047

ルピー 1INR= 3.05147 0.02475 0.01816 0.03755 0.08513 0.82925 1.13709 222.668 399.035 - 22.7939 0.19341 0.81106 0.18770

ウォン 1KRW= 0.13387 0.00109 0.00080 0.00165 0.00373 0.03638 0.04989 9.76875 17.5062 0.04387 - 0.00849 0.03558 0.00823

香港＄ 1HKD= 15.7772 0.12795 0.09389 0.19415 0.44014 4.28752 5.87919 1151.27 2063.15 5.17036 117.853 - 4.19348 0.97048

台湾＄ 1TWD= 3.76232 0.03051 0.02239 0.04630 0.10496 1.02243 1.40198 274.539 491.991 1.23295 28.1037 0.23847 - 0.23143

人民元 1CNY= 16.2571 0.13184 0.09674 0.20005 0.45353 4.41793 6.05801 1186.29 2125.91 5.32762 121.437 1.03042 4.32103 -

 アジア通貨クロスレートアジア通貨クロスレート（時事通信参考値時事通信参考値）

※本表は、インタバンク市場における取引データを基に時事通信が作成した参考値です。内容には正確を期し
  ていますが、本レートを利用した取引でお客様に不利益が生じましても、当社は一切の責任を負いかねます。

JST作成１０日１７時

マーケット情報

対米ドル OPEN RANGE CLOSE 中銀参考 主要金利 当地株式 前日比
ｼﾝｶ ﾎ゙ﾟー ﾙ･ﾄ゙ ﾙ 1.5195 1.5165 ～ 1.5195 1.5175 － 2.5000 3620.32 -6.40
ﾏﾚｰｼｱ･ﾘﾝｷ ｯ゙ﾄ 3.4370 3.4335 ～ 3.4410 3.4400 － 3.6000 1371.45 -7.24
タイ･バーツ 31.700 31.430 ～ 31.700 31.450 33.918 3.5600 857.51 +13.32
ﾌｨﾘﾋ ﾝ゚･ﾍ ｿ゚ 45.920 45.895 ～ 46.000 45.950 45.942 8.0000 3720.96 -23.09
韓国･ウォン 921.0 919.0 ～ 921.3 919.9 920.4 4.4700 1894.53 +10.94
香港ドル 7.8158 7.8155 ～ 7.8162 7.8159 － 4.4100 22885.84 +68.41
台湾ドル 32.616 32.580 ～ 32.800 32.752 － 2.0030 9384.73 +14.89
中国人民元 7.5860 7.5810 ～ 7.5868 7.5810 7.5845 4.0000 4043.64 -31.32

ベトナムドン中銀参考相場 16,133

前営業日の動き

ｲﾝﾄ゙ ﾈｼｱ･ﾙﾋ ｱ゚ 9030 9020 ～ 9030 9025 － 7.0000 2271.34 +44.29
ｲﾝﾄ゙ ･ﾙﾋﾟー 40.3850 40.3700 ～ 40.4400 40.4300 40.4100 2.2500 15045.73 +81.61

注）【為替レート】シンガポール、タイ、香港：東京時間 9時－17 時のオフショア市場の取引。その他：地場市場の取引【中銀参考】タイ・韓国：前営業日の銀行間市場
取引加重平均。中国：当日の外貨取引所発表対米ドル仲値。フィリピン：当日の銀行間市場取引加重平均。インド：現地正午の市場実勢【主要金利】シンガポール、マレー
シア、香港：銀行間 3ヶ月物金利。中国：1週間物金利。その他：翌日物金利【株式】東京時間17 時頃の水準（中国：上海 A株価指数）

 三菱東京三菱東京ＵＦＪＵＦＪ銀行アジア通貨レート銀行アジア通貨レート
２００７/７/１０の動き

・経済指標など　7/10
SINGAPORE  GDP               Q2  +8.2%(Y/Y)      [Q1  +6.4%]
PHILIPPINE EXPORTS      MAY +6.1%(Y/Y)     [APR +5.1%]
・市況「6月貿易黒字が過去最高となる中、中国人民元が急騰」
　本日のアジア通貨は、総じてしっかりした値動きとなった。シンガポール・ドルは、発表された第2・四半期
GDPが市場予想を大幅に上回ったことを好感し続伸、約2カ月ぶりの1.5165まで値を上げた。中国では、本
日発表された6月の貿易黒字額が過去最高となり、米議会の動向も含め為替相場への注目が集まる中、人民
元は急騰し、7.5810と為替制度変更後の最高値を更新した。一方、台湾ドルは昨日の市場予想を上回る貿易
収支を受け、寄り付きこそ強含んだものの、国内機関投資家とおぼしき米ドル買いが旺盛であったことから上
値は限られ、32.752でクローズとなった。
・トピックス
＜タイ＞
　タリサ中銀総裁は、バーツが今週急伸していることについて、同国の輸出業者は慌てて米ドル売りに走るべ
きではないとの見解を示した。また、同国の株式市場に海外資金が大量に流入していることがバーツ急伸の
主な理由であるとした上で、バーツ相場が過度に不安定になれば、中銀は介入を行うとの方針を示した。
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＜韓国＞
　中銀は、2007年下半期のGDP見通しを前年同期比 +4.7% に据え置く一方、上半期の見通しについては、
昨年12月時点の予想の前年同期比 +4.0%から同 +4.4% に、通年の見通しを従来予想の前年比 +4.4%から
同 +4.5% に引き上げた。また、経常収支については、2007年通年で20 億米ドルの黒字との予想を据え置き、
CPIについては通年で前年比 +2.6%との予想を同 +2.4% に下方修正した。
＜中国＞
　関係筋は9日、政府が少なくとも3つの株式投信を近く認可することを明らかにした。
　中銀は9日、国内のインターバンク市場の参加機関を拡大するとともに、情報開示などの分野での監督を
強化する方針を明らかにした。8月8日から施行される新規則では、保険、信託、資産運用、金融リース、自動
車ローン会社などの参加が認められ、インターバンク市場での貸借が可能になる見通し。
　税関当局によると、6月の貿易黒字は269 億1000万米ドルで、過去最高となった（5月：225億米ドル）。
6月の輸出は前年同月比 +27.1%、輸入は同 +14.2%となった。なお、6月の原油輸入は前年同月比 +20.0%の
1412万トンとなった。
（三菱東京ＵＦＪ銀行　市場業務部）

米国市場サマリー米国市場サマリー（１０（１０日）
【株式】ＮＹ株、急反落＝Ｓ＆Ｐの格付け見直しで
　Ｓ＆Ｐがサブプライム住宅ローンを担保とした債券の格付けを見直すと発表したことを受け、同債券の値下
がりが加速し金融機関の損失が膨らむとの懸念から、大幅反落して引け。ダウ工業株３０種平均は前日終値
比１４８．２７ドル安の１万３５０１．７０ドル、ナスダック総合指数は同３０．８６ポイント安の２６３９．１６で終了
した。ニューヨーク証券取引所の出来高は前営業日比３億０６７６万株増の１６億４２６０万株。
【為替】円急伸、１カ月ぶり１２１円台
　中東海域への米空母増派に伴う地政学的リスクの高まりに加え、米株安と金利低下がドル売りを促し、同
市場では前月１２日以来、約１カ月ぶりに１ドル＝１２１円台まで上伸。午後５時現在は、１ドル＝１２１円６９－
７９銭で、前日同時刻（１２３円３７－４７銭）比１円６８銭の大幅円高・ドル安。ドルは対ユーロでも急落し、同
時刻現在、１ユーロ＝１．３７４３－５３ドル（前日午後５時は１．３６２１－３６３１ドル）の過去最安圏で推移。
対ポンドも１ポンド＝２．０２７６－８６ドル（同２．０１４９－５９ドル）の低水準にある。ユーロの対円相場は、
同時刻現在、１ユーロ＝１６７円３４－４４銭（同１６８円０５－１５銭）。

三菱東京三菱東京ＵＦＪＵＦＪ銀行直物為替公表建値銀行直物為替公表建値（１０（１０日）
（単位円、韓国ウォン・INDONE ﾙﾋ ｱ゚は100 単位当たり）

ＴＴＳ ＴＴＢ Ａ／Ｓ ＴＴＳ ＴＴＢ Ａ／Ｓ
米ドル 124.29 122.29 121.91 カナダドル 118.97 115.77 115.44
ユーロ 169.46 166.46 165.97 英ポンド 252.58 244.58 243.69
ｽｲｽﾌﾗﾝ 102.26 100.46 100.22 ﾃﾞﾝﾏｰｸｸﾛｰﾈ 22.88 22.28 22.21
ﾉﾙｳｪｰｸﾛｰﾈ 21.50 20.90 20.83 SWEDEN ｸﾛｰﾅ 18.67 17.87 17.82
豪ドル 108.02 104.02 103.65 ＮＺドル 98.03 94.03 93.63
中国人民元 --- --- --- 香港ドル 16.21 15.35 15.30
ﾏﾚｰｼｱﾘﾝｷﾞ --- --- --- ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ＄ 82.10 80.44 80.27
ﾒｷｼｺﾍﾟｿ 12.47 10.47 --- タイバーツ 3.99 3.83 3.79
ｲﾝﾄﾞﾙﾋﾟｰ 3.23 2.93 --- ﾊﾟｷｽﾀﾝﾙﾋﾟｰ 2.21 1.91 ---
KW ﾃﾞｨﾅｰﾙ 436.69 420.69 --- ｻｳｼﾞﾘﾔﾙ 33.72 32.12 32.01
UAE ﾃﾞｨﾙﾊﾑ 34.30 32.94 32.83 ｶﾀｰﾙﾘﾔﾙ 34.61 33.25 ---
韓国ウォン 13.63 13.23 --- INDONE ﾙﾋﾟｱ 1.50 1.26 ---
ﾌｨﾘﾋﾟﾝﾍﾟｿ 2.85 2.57 --- 南ｱﾌﾘｶﾗﾝﾄﾞ 19.24 16.24 ---
ﾁｪｺｺﾙﾅ 5.97 5.73 --- 露ルーブル 5.06 4.56 ---
HUNG ﾌｫﾘﾝﾄ 0.70 0.66 --- POLAND ｽﾞﾛﾁ 45.82 43.42 ---
ｽﾛﾊﾞｷｱｺﾙﾅ 5.24 4.84 ---  

（注）ｲﾝﾄ゙ ﾙﾋﾟー ､INDONE ﾙﾋ ｱ゚､ ﾌｨﾘﾋ ﾝ゚ﾍ゚ ｿ ､ ﾊ ｷ゚ｽﾀﾝﾙﾋﾟー のＴＴＢは参考相場
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アジア主要市場の株価指数アジア主要市場の株価指数（１０（１０日、カッコ内は前営業日比カッコ内は前営業日比）
上海総合 3853.021(-30.195) シンガポールＳＴ５５種 3620.32(-6.40)
深センＢ株 686.29(-1.80) クアラルンプール総合 1371.45(-7.24)
香港・ハンセン 22885.84(+68.41) マニラ総合 3720.96(-23.09)
台湾加権平均 9384.73(+14.89) インドネシア総合 2282.379(+11.035)
ソウル総合 1894.53(+10.94) バンコクＳＥＴ 858.45(+14.26)

反落＝新株供給増加懸念で反落＝新株供給増加懸念で〔上海上海・深セン株式深セン株式〕（１０〕（１０日）
　【上海１０日ロイターＥＳ＝時事】１０日の上海・深セン株式市場の株価は反落、新株供給増加に対する懸
念が根強かったが、上半期の好調な利益予想に押し上げられた銀行株が下支えた。
　外貨建てＢ株と人民元建てＡ株の両方をカバーする上海総合株価指数は３０．１９５ポイント（０．７８％）安の
３８５３．０２１。下落銘柄が７０２に達する一方、上昇銘柄は１６８にとどまった。出来高は９２８億元（１２２億ドル）。

東証出来高東証出来高・指数指数（１０（１０日、平均株価単位＝円平均株価単位＝円）
　　　　　第 １ 部                            　             　　第 ２ 部
指　　　数　  1,789.20(  -3.03)               指　　　数   4,274.05( -1.63)
出来高概算　184,365万株                   　出来高概算  10,462万株
日経平均　　 18,252.67(  -9.31)

中国・経済資料

「非鉄マンスリーリポート非鉄マンスリーリポート」　６月　アトマックス月　アトマックス・フューチャーズ　アナリスト　松永聡滋フューチャーズ　アナリスト　松永聡滋

　【概況】
　６月の非鉄市況は高値からの調整局面となった５月中旬以降の下落相場が一巡し、固有銘柄ごとに足元の
ファンダメンタルズを反映する形で推移した。需給逼迫（ひっぱく）感が強い鉛が史上最高値を大幅に更新す
る動きを見せたほか、銅相場も底堅く推移。中国での取引所在庫が再び減少に向かったことが今後のさらな
る国内在庫積み上げ観測を高める要因となった。一方、ニッケルは月初にロンドン金属取引所（ＬＭＥ）により
受け渡し規制が厳格化されたことをきっかけに下落基調を鮮明とした。また、中国で７月から非鉄製品に対す
る輸出還付金の撤廃が決定されたことに対しては市場の反応は限定的だった。
　米長期金利の急伸など世界的な金利上昇局面でも、原油相場など他商品市況同様にファンドら短期筋によ
る現金化を急ぐ動きは見送られており、絶対的な在庫水準の低さや今後の中長期的な供給不安を背景に、先
高期待の高さをうかがわせる相場展開が続いている。

　【銅】　
　銅相場はファンドらの投機買いにより年初来高値となる８４００ドル目前まで上昇後、１５％超の急落を記
録した前月の調整相場は一巡し、６月は７０００－７７００ドルのレンジで取引された。前月以降も需給面では
チリ、メキシコ、ペルーなど大手鉱山生産国での鉱山スト懸念などが取りざたされる状況だ。メキシコ・グルポ
メヒコ社のストは実施目前で延期され、またチリ・コデルコの一部下請け労働者によるストも大きく発展する
には至らなかったが、カナダでは精錬規模で世界第７位のカナダ・ＣＣＲ精錬所が１１日に無期限のスト入り（そ
の後、１５日には不可抗力条項を宣言）するなど、先行きの供給に対する懸念は根強い。
　一方、消費動向では引き続き米国では軟調な住宅市場の動向を受け低迷を続ける状況に変化はないが、中
国では取引所在庫の増加が一巡し、また再び減少に転じ始めていることから今後再び精錬銅輸入が増加する
との見通しが強まりを見せ始めている。アルミ等への需要シフトも加速の兆しはなく、０８年の五輪開催を前
にしたインフラ拡充に伴うエレクトロニクス関連を中心とした今後の需要増加期待は引き続き高い。
　ＩＣＳＧ、ＷＢＭＳなど各調査機関はそろって第１四半期の世界銅需給バランスが供給不足であったと指摘
したが、その後のスポット需給はさらに引き締まる動きを見せており、期近の逆ザヤ幅は月末には１００ドル超
に拡大し、足元のスポット・プレミアムも高止まりを続ける状況にある。７０００ドル付近からは実需ベースの
買い意欲も強いことがうかがわれるだけに、再び鉱山ストら供給不安をはやす形でファンドらの投機買い姿
勢が強まれば、銅相場は年後半にかけ、一段のレンジ切り上げに向かう可能性が高いと思われる。
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　【アルミニウム】
　アルミニウム相場はニッケルを中心に他非鉄銘柄が調整的動きを強めるなか、５月中盤以降の調整的動き
を引き継ぎ、２７００ドル台を中心として推移した。実需面ではかねてからうわさされていた中国での一部製
品に対する７月１日からの輸出還付金撤廃が月央に決定したものの、引き続き韓国・東南アジアなどアジア地
域への同国からの製品輸出は継続しているもようであり、欧州のスメルターからの現物動向は引き続き限定的
となっている。なお、ロシア－韓国のプレミアムは、第３四半期は約５８－６０ドル／トンと、前期（約６１－６２ドル）
を下回る水準に設定された。他方、米国では新築住宅販売、住宅着工・建設許可件数など関連指標が軒並み
弱気な内容を示すなか、相変わらず住宅関連資材としての需要低迷が続いており、プレミアムは２．５－３セン
ト／ポンドで推移と前期から回復の兆しが見られない状況。
　本邦では第３四半期のプレミアムは６８－７０／トンで大筋決着し、前期比では約３ドル下落した。取引ボリ
ューム自体は前２四半期を下回るもようだが、欧州スメルターからはプレミアムが安定している日本に対する
売り意欲は引き続き根強いもようである。項目別では缶材などへの需要は引き続き少量ながらも引き合いの
強さを見せるが、一方で建材などは落ち込みが指摘される状況にある。なお、月央にＬＭＥアルミが２７００ド
ルを割り込んだ場面でもボリュームを伴った長期の先決め契約などはほとんど見られず、国内実需家からは足
元の調達を若干早める動きは散見されたものの、依然として先安期待の高さを背景に安値圏で積極的に買い
進む動きは見られない。
　需給サイドからは、先述のとおり７月１日から適用される中国の一部アルミ製品輸出に対する輸出還付金撤
廃により、同国からの輸出動向に変化が見られるかに関心が集まる。同措置の施行により対韓国などの東・東
南アジア向け輸出が減少するかがポイントとなろう。また、これら動向と合わせ中国でのアルミナ精錬所での
需要拡大により高騰するインド産ボーキサイト価格にどのタイミングで歯止めが掛かるかにも注目すべきと考
える。すでに需要ピーク期を経過しており、期近のスプレッドが順ザヤ定着化していることで実需動向が価格
に与える影響は限定的と見るが、これら動向によりスポット・プレミアムが一段と上昇するようならば、これが
価格のサポート要因となる可能性があるだろう。

　【ニッケル】
　ニッケル相場は依然として足元の在庫逼迫感は強いものの、取引所規制の強化をきっかけに月初から調整
基調を強め、銅や他非鉄銘柄が総じて底堅さを示すなか、唯一調整基調を強める展開となった。
　ＬＭＥは６日、同取引所でのニッケル取引に関する新規制導入を発表し、７日発効の新規制では、ＬＭＥ
指定倉庫在庫のうち１社当たり２５％以上を保有する２社以上の企業は他企業に対し一定の料金で現物を貸
し出すことを決定した。これにより、翌日に現物引き渡しを控えた企業が在庫を保有する企業から現物を借
り受ける際のコストは、５０％以上のワラントや現物を保有する企業ではキャッシュプライスの０．５％のプレ
ミアムで現物を保有比率が５０％を下回るまで貸し出すこととなり、連続５　営業日以後はプレミアムをさらに
０．２５％まで低下させる必要に迫られる。また８０％以上を保有する企業は同様に０．２５％でのプレミアムで
の貸し出しを義務付けられ、連続５営業日後は同０．１５％へとプレミアムが引き下げられる。
　今回の措置は昨年来のニッケル相場急伸について、一部で「談合」と表現されるようなニッケル市場参加者
が共謀して相場を押し上げた疑いが浮上していることに対する実質的な対抗措置と市場は受け止めた。市場
参加者に保有するニッケルの貸し出しを強制する取引ルールを厳格化したことで、これまで複数の市場参加
者がＬＭＥのルールの裏をかいて個別のニッケル保有量を抑えておく（玉締めする）ことが困難となり、期近の
スプレッドは５月２９日に直近ピークの４０００ドルを記録した現物－３ヶ月物の逆ザヤは６月末には１００ドル
まで急速に縮小した。６月末時点において１社によるワラント大量保有は引き続いており、今後の価格押し上
げ要因となる可能性は低いものの、どの時点でこの動きが解消されるか注視していく必要があるだろう。
　ニッケル価格高騰に伴うクロム系ステンレスへの需要シフトは東アジアを中心に広がりを見せるが、中国で
は宝鋼鋼鉄、太原鋼鉄らステンレス大手４社が国内のステンレス相場の一層の下落回避を目的に、７月から
それぞれ２０－３０％の減産を行う意向であることが伝えられている。日本のステンレス出荷は第２四半期も４
月が前年比６．９％増加した後も高水準を維持した模様だけに、中国でのステンレス需要が引き続き増加基調
にあるなか、これら減産がスレンレス価格引き下げに歯止めを掛けるようならば、今後のニッケル価格の下値
も限定的となろう。価格は高止まりを続ける可能性が高いと判断される。
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　ＬＭＥ指定倉庫在庫は５月中旬以降は増加傾向にあるものの、いまだ水準は世界消費の約２．５日分相当と
絶対的な低水準にある状況に変化はない。ニューカレドニアなどでの新規の大型プロジェクトは少なくとも来
年以降まで生産開始のめどはなく、今後の大幅なニッケル精鉱の生産増加が見込みにくい状況からは、早期
の大幅な需給緩和の可能性は低い。

　【亜鉛】
　亜鉛相場は５月初旬の４１００ドル超えをピークにその後は調整基調を強め、６月末にはおよそ２カ月ぶり
となる３５００ドル割れ水準まで下落。鉛相場の上昇や銅相場など他非鉄銘柄の底堅い推移、また取引規制
強化により急落したニッケルなどと一線を画す相場展開となっている。
　ＬＭＥ指定倉庫在庫は漸減しているが、徐々に現物の需給逼迫感が解消しつつあることで、欧州でのプレミ
アムは前月から下落傾向にあり、一部では１０セント／ポンドを割り込んで推移しているほか、アジア圏でもシ
ンガポール在庫へのプレミアムは２５ドル／トンで月央以降は横ばい推移と、現物動向からの価格の押し上げ
は期待しづらい状況にある。また、注目された中国での輸出関税引き上げは、適用が一部製品に限定されたため、
同措置による世界的な需給タイト化の動きが拡大するには至らなかった。このような状況下、期近のスプレッ
ド（現物－３カ月物）は月末には順ザヤへ転じている。
　供給サイドでは、鉱山生産は豪州での生産再開などにより年後半にかけ増加することが見込まれるが、一
方で精錬コストの上昇は価格の下支え要因となり得よう。亜鉛メッキ鋼への価格転嫁が進むなど製品価格の
上昇が進み、亜鉛ダイキャストからより安価なアルミニウムやプラスチック製品へと代替需要の伸びが指摘
されるなど、ＬＭＥ価格がヒストリカル価格（９５年以降の平均１２００ドル／トン）を大幅に上回る価格推移
を続けるなか、需要スイッチングの動きは他非鉄銘柄に比して進展を見せていることは長期的には価格の上値
抑制要因となろう。
　とはいえ、中国での自動車向けを中心に足元の需要は底堅く、ＩＬＺＳＧ（国際鉛・亜鉛研究会）が指摘す
るように、５月時点の在庫日数が０６年末（４．０日分相当）を下回る状況（同３．９日分）にあるなど、足元の
在庫水準の低さから銅や他非鉄銘柄同様に大幅な需給緩和までは年後半にかけ今後も緩やかながら上昇基
調を継続する可能性は高いと思われる。
　ただし、７月からの一部製品に対する輸出還付金の引き下げ（１３、８％から５％）による市場への影響は
限定的に止まると思われ、また、足元での欧州での引き合いの弱さに関しても早期に大幅な改善は見込みが
たい。独自要因による短期的な急進は想定しにくいだろう。

新聞各紙から

東京各紙朝刊東京各紙朝刊（11日11日）

【１面トップ】
〔朝日〕〔産経〕〔東京〕「安易な処理蔓延」　社保庁の体質批判　年金記録検証委が中間報告▽親方日の丸
体質原因　労組行動も助長▽徹底究明に時間の壁　２カ月の短期決戦
〔毎日〕社保庁幹部　再就職５割天下り　厚労省公益法人に　関連団体へは９割超
〔読売〕愛知籠城、甘かった警察　防弾車、盾にできず　初動１０人、全員丸腰　県警検証　「現場任せ」言及▽「Ｓ
ＡＴなぜ前方に」　愛知籠城、配置ミス指摘も　警官救出、現場「決断遅れた」
〔日経〕保険料未納企業の従業員　厚生年金支給へ特例法　時効後でも徴収　厚労省方針　徴収不能、見
舞金も

【他の１面独自記事】
◆橋・下水道「寿命」調査へ　壊れる前に補強　国交省（朝日）
◆６カ国協議１８、１９日か　政府筋（毎日）
◆カード番号漏洩に懲役刑　情報の不正入手も処罰　経産省方針（日経）
◆６カ国協議　金総書記が「今月開催を」　中国外相に　枠組み尊重する姿勢（東京）
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【共通ニュース】
◆パキスタン　制圧作戦、死者５８人に　内務省「指導者は死亡」▽大統領、威信回復へ強行　逮捕に固執、
交渉決裂▽米中・国内世論の板挟み
◆参院選あす公示　与党過半数維持焦点に
◆パロマ工業湯沸かし器事故　幹部立件へ捜査　業過致死傷容疑
◆スティール　最高裁に特別抗告　株交付差し止めに変更へ
◆社保庁職員　９３％が賞与返納　歴代長官は全員が寄付
◆水門談合　１１社７億円違約金　三菱重工は見送り
◆ミート社　破産手続き開始　団体交渉決裂、解雇通告
◆「契約社員３年で正社員」　私鉄総連、制度導入要求へ

【日経】
◆医療情報システム　標準化を呼び掛け　マイクロソフト　導入費５割安く(1)
◆ＮＥＣエレクトロニクス　海外株主、２５％買い増し提案　ＮＥＣに伝える　平均株価６５％高く(1)
◆りそな優先株　日生・Ｔ＆Ｄ、取得検討　数百億円規模　銀行窓販拡大狙う　第一生命含め３社と提携
へ (4)
◆米シティ、外部諮問委員就任打診　ベーカー、塩川、奥田氏に (4)
◆郵政公社、中国郵政集団と提携　収益改善、アジアに活路　配送網の開放課題 (5)
◆工作機械受注、上期最高に　７．９％増７７００億円　欧州向け輸出好調 (9)

おわびと訂正

おわびと訂正おわびと訂正
　１０日付時事速報掲載の『中国は「市場経済」＝スイスが承認、欧州で初』の記事中、見出しの「欧州で初」
を削除し、本文１段落目の「スイスが欧州諸国では初めて中国を」を「スイスが中国を」に訂正します。ご迷惑
をお掛けしたことをおわびします。
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第２８回第２８回　労働合同法草案、可決前の修正点労働合同法草案、可決前の修正点

　２００７年６月２４日から６月２９日までの予定で、全国人民代表大会・常務委員会第２８回会議が開
催されている。常務委員会は初日の６月２４日に「労働合同法（草案）」（日本語訳＝労働契約法）につ
いて、第三次案の審議結果および各方面からの意見を踏まえ、４回目の審議を行った。全国人民代表
大会法律委員会は常務委員会に対して、２９日までの会議で「労働合同法（草案）」を最終的に可決
することを提案している。よって、今回が最後の審議になる可能性が高い。
今回は審議結果（以後「第四次案」と呼ぶ）の６つの修正項目と各項目のポイントを紹介する。

「労働合同法（草案）」第四次審議で提出された修正項目
修正項目 修正のポイント

１．立法の目的について （修正）労働契約制度の整備および労働契約を締結する双方の権利
と義務を明確にし、労働者の合法的な権利を保護することで、企業
と労働者の間に協和的な労働関係を構築し、発展させていくために
本法を制定した。

２．適用範囲について （修正）国家機関・事業単位・社会団体は、本法に基づいて、労働
者と労働契約の締結･履行･変更･解除または終止を行わなければ
ならない。

３．労働契約の必要条款について （修正）労働保護・労働条件と職業災害保護措置について、労働契
約の中で記述しなければならない。

４．パートタイム労働者時給について （新設）企業はパートタイム労働者に支払う時給を、企業の所在地
の人民政府が規定した最低時給額より低くしてはいけない。

５．書面労働契約の締結について ①（新設）企業は労働関係が成立した日から１年以内に労働者と書
面的に労働契約を締結しない場合に、労働者と「無期限労働契約」
を締結したとみなされる。
②（修正）企業は労働関係が成立した日から１カ月以上、１年以内に労
働者と書面で労働契約を締結しない場合、労働者に毎月労働者の月給
の２倍を支払わなければならない。

６．無期限労働契約について ①（新設）企業は本法に違反して、労働者と「無期限労働契約」を
締結しない場合、「無期限労働契約」を本来結ばなければいけな
かた日から労働者に毎月労働者の月給の２倍を支払わなければい
けない。
②（修正）企業は労働者と連続２回、固定期限の労働契約を締結
した後、労働者が労働契約の延期を要求した場合、第３９条に規
定された契約解除の状況がなければ、「無期限労働契約」を締結
しなければならない。
（参考：第３９条　労働者は以下のような状況にある場合、企業は
労働契約を解除することができる。
１．試用期間中に採用条件に合わないと証明された場合
２．企業の制度に重大な違反を犯した場合
３．職務上の過失によって、企業に重大な損害を与えた場合
４．労働者が他の企業との間に労働関係を持ち、自社の職務履行
に大きな影響を与えた場合、また、企業がそれを問題視して労働
者に行為の修正を要求し、労働者が拒否した場合
５．詐欺・脅迫または当事者の本意に反して労働契約を締結した
ために、労働契約が無効になる場合
６．刑事責任を追及された場合）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　      （諮詢顧問　趙瑛）


